
関西保育福祉専門学校学則 

 

第１章 総則 

（学校の名称及び位置）  

第１条 本校は、関西保育福祉専門学校と称し、兵庫県尼崎市昭和通一丁目 20 番 1 号

に置く。 

（目的） 

第２条 本校は、学校教育法及び児童福祉法に基づき、高等学校における教育の基礎

の上に、幼児教育及び児童福祉に関する専門職を志す者に対し、必要な能力を育成

し、健全な社会的教養を培うことにより、志操堅固な専門家を養成することを目的

とする。 

第２条の２ 削除 

（学科の組織） 

第３条 本校に次の学科及びコースを置く。 

課程名 学科及びコース 昼夜別 

教育・社会福祉専門課程 
保育科 

（幼稚園教諭・保育士養成コース） 

昼 

（修業年限） 

第４条 修業年限は、２年とする。 

（在学年限） 

第５条 学生は、修業年限の２倍を超えて在学することはできない。 

（学年） 

第６条 学年は、４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

（学期） 

第７条 学期は、次の 2 期に分ける。 

  前期 ４月１日から９月３０日まで 

  後期 １０月１日から翌年３月３１日まで 

（休業日） 

第８条 定期の休業日は、次のとおりとする。 

    日曜日・土曜日 

    国民の祝日に関する法律に規定する休日 

    夏季休業  ８月 １日から８月３１日まで 

    冬季休業 １２月２４日から翌年１月６日まで 

春季休業  ３月２１日から３月３１日まで 

２ 校長が必要と認めたときは、前項の規定にかかわらず、休業日に授業又は実習を



行い、若しくは、臨時に休業日を設けることができる。 

 

第２章 教育課程及び履修方法 

（教育課程及び履修方法） 

第９条 教育課程は、教養科目、教職及び専門科目に区分し、開設授業科目及び単位

数は別表第１の表示のとおりとする。 

２ 学生は、別表第 1 により教養科目 12 単位、教職及び専門科目 79 単位の合計 91

単位以上を修得するものとする。 

（単位の基準） 

第 10 条 前条に規定する各授業科目の単位数及び授業時間数は、１単位の授業科目を

45 時間の学修を必要とする内容をもって構成することを基準とし、授業方法に応じ

当該授業による教育効果及び授業時間外に必要な学修等を考慮し、第２項から第４

項に定める基準による。 

２ 講義については、15 時間の授業をもって 1 単位とする。 

３ 演習については、15 時間から 30 時間までの範囲で定める時間の授業をもって１

単位とする。 

４ 実習及び実技については、30 時間から 45 時間までの範囲で定める時間の授業を

もって１単位とする。 

（授業の方法等） 

第 11 条 授業は、講義、演習、実習若しくは実技のいずれかにより又はこれらの併用

により行うものとする。 

２ 前項の授業は、文部科学大臣が別に定めるところにより、多様なメディアを高度

に利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。 

３ 前項の授業を実施する授業科目については，別に定める。 

 

第３章 評価及び認定 

（成績評価） 

第 12 条 履修した科目の単位の評価は、定期試験（論文を含む）の成績、平素の学習

状況、出席状況等を総合して行う。なお実際に行われた授業回数の３分の２以上

（実習科目については５分の４以上）の出席がない場合は、定期試験の受験資格を

失う。ただし、忌引等、学校が規定する事由により、定期試験を受験できなかった

者に対し追試験を、また、定期試験で欠点（60 点未満）をとった者に再試験の機会

を与える。 

２ 総合評価 60 点以上を合格とする。 

（課程修了の認定） 



第 13 条 第９条に規定する単位を修得し、学費を全額納入した者には、教員会の議を

経て、課程修了を認め、卒業証書を授与する。 

（専門士の称号） 

第 14 条 前条の規定により課程修了を認められた者は、学校教育法第 131 条の２及

び学校教育法施行規則第 186 条に基づき、専門士（教育・社会福祉専門課程）と称

することができる。 

（資格） 

第 15 条 第 13 条の規定により教育・社会福祉専門課程保育科修了の認定を受けた者

は、幼稚園教諭二種免許状の授与資格を得ることができる。 

２ 第１３条の規定により教育・社会福祉専門課程保育科修了の認定を受けた者に

は、指定保育士養成施設卒業証明書を交付する。 

 

第４章 学生定員、職員組織 

（入学前の授業科目の履修等） 

第 16 条 本校において教育上有益と認めるときは、本校の定めるところにより、学生

が本校に入学する前に行った専修学校の専門課程における授業科目の履修並びに学

生が本校に入学する前に行った大学又は短期大学等における学修その他文部科学大

臣が別に定める学修を、本校の授業科目の履修とみなすことができる。 

２ 前項の規定により本校の授業科目を履修したものとして認定することができる単

位数は、転学の場合を除き、30 単位を超えないものとする。 

３ 第１項及び第２項の単位認定の取り扱いについては、別に定める。 

（他の専修学校における授業科目の履修等） 

第 17 条 本校において教育上有益と認めるときは、本校の定めるところにより、学生

が行う他の専修学校の専門課程における授業科目の履修を、本校における授業科目

の履修とみなすことができる。 

２ 前項の規定により本校の授業科目の履修とみなすことができる単位数は、前条の

規定により本校における授業科目の履修とみなす単位数を合わせて、30 単位を超え

ないものとする。 

３ 第１項及び第２項の単位認定の取り扱いについては、別に定める。 

（専修学校以外の教育施設等における学修） 

第 18 条 本校において教育上有益と認めるときは、本校の定めるところにより、学生

が大学又は短期大学等において行った学修その他文部科学大臣が別に定める学修

を、本校における授業科目の履修とみなすことができる。 

２ 前項の規定により本校の授業科目の履修とみなすことができる単位数は、前条及

び第 16 条の規定により本校における授業科目の履修とみなす単位数を合わせて、



30 単位を超えないものとする。 

３ 第１項及び第２項の単位認定の取り扱いについては、別に定める。  

（学生定数） 

第 19 条 学生定員は次のとおりとする。 

区分 入学定員 総定員 

保育科（昼間） 70 名 140 名 

保育科（夜間主） 30 名    60 名 

合  計    100 名 200 名 

（職員組織） 

第 20 条 本校に次の職員をおく。 

     校長、専任講師、非常勤講師及び事務職員 

２ 校長は、公務を掌り、所属職員を統率する。 

３ 専任講師は、学生の教育を掌る。 

４ 非常勤講師は、専任講師の職務の一部を分担する。 

５ 事務職員は、校長の命を受けて事務を処理する。 

（教員会） 

第 21 条 本校に、教員会を置く。 

２ 教員会は、校長及び専任講師をもって構成する。ただし、校長は必要に応じて、

構成員以外の職員の出席を要請し、意見を求めることができる。 

３ 教員会は、校長が議長となり、次の事項について協議する。 

（１）入学に関する事項 

（２）学生の教育、補導に関する事項 

（３）学科試験、進級及び卒業に関する事項 

（４）学術研究並びに向上に関する事項 

（５）教育に必要な施設、設備に関する事項 

（６）学習の評価及び学生の進退に関する事項 

（７）その他必要と認める事項 

４ 本条に定めるもののほか、教員会に関して必要な事項は、別に定める。 

（運営会議） 

第 22 条 本校に、運営会議を置く。 

２ 運営会議は、校長、副校長、教頭、学科長、事務局長及び事務局課長をもって構

成する。ただし、校長は必要に応じて、構成員以外の職員の出席を要請し、意見を

求めることができる。 

３ 運営会議は、校長が議長となり、次の事項について協議する。 

（１）学則その他校内諸規程の制定及び改廃に関する事項 



（２）教育・研究計画に関する事項 

（３）教職員人事の基準に関する事項 

（４）学生の厚生補導及びその身分に関する事項 

（５）連絡調整に関する事項 

（６）その他本校の運営に関する重要な事項 

４ 本条に定めるもののほか、運営会議に関して必要な事項は、別に定める。 

 

第５章 長期履修生、科目等履修生及び外国人留学生 

(長期履修生) 

第 23 条 職業を有している等の事情により、第４条で定める修業年限を超えて一定の

期間にわたり計画的に教育課程を履修し、卒業することを希望する者(以下「長期履

修生」という。)があるときは、これを認めることができる。 

２ 長期履修生に関し必要な事項は、別に定める。 

（科目等履修生） 

第 23 条の２ 本校において特定の授業科目を履修することを志願する者があるとき

は、本校の教育に支障がない限りにおいて選考のうえ、科目等履修生として校長が

履修を許可することができる。 

２ 科目等履修生には、第 10 条、第 11 条及び第 12 条の規定に基づき、本校の正規

の単位及び評価を与える。 

３ その他、科目等履修生に関して必要な事項は、別に定める。 

 

第６章 入学、退学、転学及び休学 

（入学の時期） 

第 24 条 入学の時期は、毎年４月とする。 

（入学資格） 

第 25 条 入学を願い出ることができる者は､次の各号の一に該当する者でなければな

らない。 

（１）高等学校または中等教育学校を卒業した者 

（２）通常の課程による１２年の学校教育を修了した者(通常の課程以外の課程により

これに相当する学校教育を修了した者を含む) 

（３）外国において学校教育における１２年の課程を修了した者またはこれに準ずる

者で文部科学大臣の指定したもの 

（４）文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外

教育施設の当該課程を修了した者 

（５）修業年限が３年以上の専修学校の高等課程を修了した者 



（６）文部科学大臣の指定した者 

（７）高等学校卒業程度認定試験規則による高等学校卒業程度認定試験に合格した者

（旧規程による大学入学資格検定に合格した者を含む） 

（８）本校の入学資格審査により、高等学校を卒業した者と同等以上の学力があると

認めた者で、18 歳に達したもの 

（入学志願の手続き） 

第 26 条 入学を願い出る者は、所定の入学願書に前条の各号の一に該当することを証

明する書類及び成績証明書又は調査書、その他の書類、名刺型写真並びに入学検定

料を添えて所定の期日までに提出しなければならない。 

（入学試験） 

第 27 条 入学を願い出た者に対しては、入学試験を行う。 

２ 入学試験の合否の判定は、学力、人物、身体等についての成績を総合して、教員

会の議を経て校長が行う。 

（入学手続及び入学許可） 

第 28 条 前条による入学試験に合格した者で、指定の期日までに、入学金および学費

（授業料及び実習費）を納め、誓約書・保証書を提出した合格者には入学許可書を

交付し、入学を許可する。 

（退学） 

第 29 条 退学しようとする者は、その理由を付して保証人連署の上、校長に願い出な

ければならない。 

（転学） 

第 30 条 本校の学生で、他の学校へ転学しようとする者は、校長の許可を受けなけれ

ばならない。 

２ 他の学校からの転学は、別に定める選考を経て認めることがある。 

（除籍） 

第 31 条 本校の学生で、次の各号の一に該当するに至ったときは、教員会の議を経て

校長が除籍する。 

（１）在学年限が修業年限の 2 倍の期間を超える者 

（２）第 32 条第２項に定める休学の期間を超えてなお就学できない者 

（３）学費の納付を怠り、催促してもなお納付しない者 

（４）正当な理由がなく所定の手続きを怠り、就学の意志のない者 

（休学の許可） 

第 32 条 病気その他校長がやむを得ないと判断した理由により、３ヶ月以上就学する

ことができない場合は、校長の許可を得て、休学することができる。 

２ 休学の期間は、1 年を超えることはできない。ただし、特別な理由がある場合



は、校長の許可を得て、更に１年延長することができる。 

３ 休学期間は在学期間に算入しない。 

（復学） 

第 33 条 第 32 条第１項による者が復学しようとする場合は、校長の許可を受けて復

学することができる。 

 

第７章 入学検定料、入学金及び学費 

（入学検定料等） 

第 34 条 本校の入学検定料、入学金及び学費の金額は別表第２のとおりとする。 

２ 所定の期日までに入学辞退手続きを申し出た者には、入学金を除き授業料等は返

還する。 

（学費の納入） 

第 35 条 学費は年額の２分の１ずつを次の２期に分けて納入しなければならない。 

区  分 納入期日 

前期（４月から９月まで）   ４月 30 日 

後期（10 月から翌年３月まで） 10 月 31 日 

２ やむを得ない事情によって、学費の分納、延納を希望する学生の取り扱いについ

ては、別に定める。 

（退学及び停学の場合の学費） 

第 36 条 学期の中途で退学し又は停学となった者の当該納入期分の学費は納入しなけ

ればならない。 

２ 停学期間中の学費は納入しなければならない。 

（休学の場合の授業料） 

第 37 条 休学を許可され又は命ぜられた者については、休学した月の翌月から復学す

る月の前月までの期間、授業料を納入するものとする。ただし、この場合の授業料

の額は、第 34 条に定める授業料（年額）の半額とし、その 12 分の１をもって月額

として算定する。 

（復学の場合の授業料） 

第 38 条 復学を許可された者については復学した月から授業料を納付するものとす

る。ただし、この場合の授業料の額は第 34 条に定める授業料の 12 分の１をもって

月額として算定する。 

（学年の中途で卒業する場合の学費） 

第 39 条 学年の中途で卒業する者は、卒業する見込みの月までの学費を納入するもの

とする。ただし、この場合の学費の額は、第 38 条但し書きに準ずるものとする。 

（納入した学費） 



第 40 条 納入した学費は原則として返還しない。ただし、第 34 条第２項及び第 39

条の規定に該当する場合は返還する。また、返還の時期は別に定める。 

 

第８章 賞 罰 

（表彰） 

第 41 条 学生が表彰に価する行為を行い、他の模範とするに足ると認めたときは、教

員会の議を経て校長が表彰することがある。 

（懲戒） 

第 42 条 学生が学校の秩序を乱し、学業を怠ったり、学則その他の規則に反し、又は

学生の本分にもとる行為を行ったときは、その軽重によって懲戒する。 

２ 懲戒は、教員会の議を経て校長が行う。 

３ 懲戒の種類は、訓告、停学及び退学とする。 

 

第 9 章 学校評価 

（学校評価） 

第４３条 本校は、その教育の一層の充実を図り、本校の目的及び社会的使命を達成

するため、教育活動その他学校運営の状況について、毎年度自己点検及び評価（以

下「自己点検・評価」という。）を行う。 

２ 本校は、自己点検・評価を適正に実施するとともに、学校関係者の意見を把握

し、学校運営の改善を図るため、学校運営に関する専門家等の外部委員で構成する

学校関係者評価委員会（以下「評価委員会」という。）を設置する。 

３ 自己点検・評価及び評価委員会の組織・運営その他必要な事項は、別に定める。 

４ 本校は、自己点検・評価の結果を踏まえ、教育活動その他必要な事項について不

断の見直しを行う。 

 

附 則 

この学則は、昭和 43 年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、昭和 44 年４月１日から施行する。 

附 則 

この学則は､昭和 48 年４月１日から施行する。ただし、昭和 47 年度以前の入学者に

ついては、なお従前の学則による。 

附 則 

この学則は、昭和 51 年４月１日から施行する。ただし、昭和 50 年度以前の入学者に

ついては、なお従前の学則による。 



附 則 

この学則は、昭和 53 年４月１日から施行する。ただし、昭和 52 年度以前の入学者に

ついては、なお従前の学則による。 

附 則 

この学則は、昭和 55 年４月１日から施行する。ただし、昭和 54 年度以前の入学者に

ついては、なお従前の学則による。 

附 則 

この学則は、昭和 56 年４月１日から施行する。ただし、昭和 55 年度以前の入学者に

ついては、第 27 条の改正規定にかかわらず、なお従前の学則による。 

附 則 

この学則は、昭和 58 年４月１日から施行する。ただし、昭和 57 年度以前の入学者に

ついては、なお従前の学則による。 

附 則 

この学則は、昭和 59 年４月１日から施行する。ただし、昭和 58 年度以前の入学者に

ついては、なお従前の学則による。 

附 則 

この学則は、昭和 60 年４月１日から施行する。ただし、昭和 59 年度以前の入学者に

ついては、なお従前の学則による。 

附 則 

この学則は､昭和 61 年４月１日から施行する。ただし、昭和 60 年度以前の入学者に

ついては、なお従前の学則による。 

附 則 

この学則は、昭和 62 年４月１日から施行する。ただし、昭和 61 年度以前の入学者に

ついては、なお従前の学則による。 

附 則 

この学則は、昭和 63 年４月１日から施行する。ただし、昭和 62 年度以前の入学者に

ついては、なお従前の学則による。 

附 則 

この学則は、平成元年４月１日から施行する。ただし、昭和 63 年度以前の入学者に

ついては、校名に係るものを除き、なお従前の学則による。 

附 則 

この学則は、平成２年４月１日から施行する。ただし、平成元年度以前の入学者につ

いては、なお従前の学則による。 

附 則 

この学則は、平成３年４月１日から施行する。ただし、平成２年度以前の入学者につ



いては、なお従前の学則による。 

附 則 

この学則は、平成４年４月１日から施行する。ただし、平成３年度以前の入学者につ

いては、なお従前の学則による。 

附 則 

この学則は、平成５年４月１日から施行する。ただし、平成４年度以前の入学者につ

いては、なお従前の学則による。 

附 則 

この学則は、平成６年４月１日から施行するものとし、第 14 条第５項については平

成６年３月 18 日から施行する。ただし平成５年度以前の入学者については、別表第１

及び別表第４の改正にかかわらず、なお従前の学則による。 

附 則 

この学則は、平成７年３月１日から施行する。ただし、第 14 条の改正規定は、平成

６年度卒業生から適用する。 

附 則 

この学則は、平成７年４月１日から施行する。ただし、平成６年度以前の入学者につ

いては、なお従前の学則による。 

附 則 

この学則は、平成８年４月１日から施行する。ただし、平成７年度以前の入学者につ

いては、なお従前の学則による。 

附 則 

この学則は、平成９年４月１日から施行する。ただし、平成８年度以前の入学者につ

いては、なお従前の学則による。 

附 則 

この学則は、平成 12 年４月１日から施行する。ただし、平成 11 年度以前の入学者に

ついては、なお従前の学則による。 

附 則 

この学則は、平成 13 年４月１日から施行する。ただし、平成 12 年度以前の入学者に

ついては、なお従前の学則による。 

附 則 

この学則は、平成 14 年４月１日から施行する。ただし、平成 13 年度以前の入学者に

ついては、なお従前の学則による。 

附 則 

この学則は、平成 16 年３月１日から施行する。ただし、第 15 条第２項の改正規定

は、平成１5 年度卒業生から適用する。 



附 則 

この学則は、平成 17 年４月１日から施行する。ただし、平成 16 年度以前の入学者に

ついては、なお従前の学則による。 

附 則 

この学則は、平成 19 年４月１日から施行する。ただし、平成 18 年度以前の入学者に

ついては、なお従前の学則による。 

附 則 

第 16 条の保育科入学定員の内、希望により幼稚園教諭二種免許状が得られる者 100

名を含むものとする。 

この学則は、平成 20 年４月１日から施行する。ただし、平成 19 年度以前の入学者に

ついては、なお従前の学則による。 

附 則 

この学則は、平成 21 年４月１日から施行する。ただし、平成 20 年度以前の入学者に

ついては、なお従前の学則による。 

附 則 

この学則は、平成 22 年４月１日から施行する。ただし、平成 21 年度以前の入学者に

ついては、なお従前の学則による。 

附 則 

この学則は、平成 23 年４月１日から施行する。ただし、平成 22 年度以前の入学者に

ついては、なお従前の学則による。 

附 則 

この学則は、平成 24 年４月１日から施行する。ただし、平成 23 年度以前の入学者に

ついては、なお従前の学則による。 

附 則 

この学則は、平成 24 年 10 月 23 日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成 25 年４月１日から施行する。ただし、平成 24 年度以前の入学者に

ついては、なお従前の学則による。 

  附 則 

この学則は、平成 26 年４月１日から施行する。ただし、平成 25 年度以前の入学者に

ついては、なお従前の学則による。 

附 則 

この学則は、平成 27 年４月１日から施行する。ただし、第 29 条の規定は平成 26 年

度以前の入学者については、なお従前の学則による。 

附 則 



この学則は、平成 28 年４月１日から施行する。 

  附 則 

１ この学則は、平成 30 年４月１日から施行する。ただし、第 29 条の規定は平成

29 年度以前の入学生については、なお従前の学則による。 

２ 第 10 条第４項の規定は、保育実習Ⅰ、保育実習Ⅱ及び保育実習Ⅲについては、

平成 30 年７月 31 日から適用する。 

   附 則 

この学則は、平成 31 年４月１日から施行する。 

  附 則 

この学則は、2019 年 4 月 1 日から施行する。ただし、第 19 条については 2019 年 10

月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、2021 年４月１日から施行する。ただし、2020 年度以前の入学者につい

ては、なお従前の学則による。 

附 則 

この学則は、2023 年４月１日から施行する。 

附 則 

 この学則は、2024 年４月１日から施行する。ただし、第 34 条第３項については 2023

年４月１日から適用する。 

附 則 

この学則は、2024 年４月１日から施行する。 

附 則  

（施行期日） 

１ この学則は、2025 年４月１日から施行する。 

（改正内容） 

２ この学則の改正内容は、次のとおりである。 

 (１) 第３条中「保育専門課程」を「教育・社会福祉専門課程」に改める。 

 (２) 第 15 条第１項及び第２項中「保育専門課程」を「教育・社会福祉専門課程」

に改める。 

   附 則 

(施行期日) 

１ この学則は、2026 年４月１日から施行する。ただし、2025 年度以前の入学者につ 

いては、なお従前の学則による。 

(改正内容) 

２ この学則における改正内容は、次のとおりである。 



（１） 別表第２(第 34 条関係)の入学金「220,000 円」を「200,000 円」に、実習費

「70,000 円」を「75,000 円」に、教育改善費「40,000 円」を「100,000 円」に改

める。 

（２） 「第 34 条第３項 入学検定料については、別に定めるところにより免除する

ことができる。」を「第 34 条第３項 削除」に改める。 

   附 則 

  (施行期日) 

１ この学則は、2026 年４月１日から施行する。 

  (経過措置) 

２ 第 14 条の規定は、2026 年４月１日以後の入学者から適用し、施行日前に入学し

た学生については、改正前の規定を適用する。 

  (改正内容) 

３ この学則における改正内容は、次のとおりである。 

改正学校教育法の施行に伴い、以下のとおり改める。 

（１）第 2 条の 2 を削除し、新たに「第 9 章学校評価」を新設し、第 43 条を加え

る。 

（２）在籍者の呼称を「生徒」から「学生」へ改める。 

（３）第 10 条の 2 を第 10 条とし、１単位の授業科目の標準的な学修時間を明記する

規定へ改める。 

（４）第 10 条を第 11 条に改める。 

（５）第 14 条において、専門士称号付与の根拠規定を明記する。 



別表第１(第9条関係) 保育科教育課程（昼間・夜間主共通）

備 考

幼 保 必修 選必 選択 計 （時間） 幼必 保必 任意

基礎演習 演習 2 2 60 2

キャリア演習 演習 2 2 60 2

日本国憲法 講義 2 2 30 2 2

体育理論 講義 1 1 15 1 1

スポーツ実技 実技 1 1 30 1 1

I C Tの活用（基礎） 講義 2 2 30 2 2

英語コミュニケーション 演習 2 2 30 2 2

小　　　計 12 0 0 12 255 8 12 0

保育原理 講義 2 2 30 2

子ども家庭福祉 講義 2 2 30 2

社会福祉 講義 2 2 30 2

子ども家庭支援論 講義 2 2 30 2

社会的養護Ⅰ 講義 2 2 30 2

教育原理 講義 2 2 30 2 2

保育者論 講義 2 2 30 2 2

小　　　計 14 0 0 14 210 4 14 0

発達心理学 講義 2 2 30 2 2

乳幼児の心理学 演習 1 1 30 1

子ども家庭支援の心理学 講義 2 2 30 2 　

子どもの保健 講義 2 2 30 2

子どもの食と栄養 演習 2 2 30 2

子ども理解と援助 演習 1 1 30 1 1

小　　　計 10 0 0 10 180 3 10 0

教育の方法と技術 講義 2 2 30 2

教育相談 講義 2 2 30 2

子どもと健康 演習 1 1 15 1 1

子どもと人間関係 演習 1 1 15 1 1

子どもと環境 演習 1 1 15 1 1

子どもと言葉 演習 1 1 15 1 1

子どもと表現 演習 1 1 15 1 1

健康（指導法） 演習 2 2 30 2 2

人間関係（指導法） 演習 2 2 30 2 2

環境（指導法） 演習 2 2 30 2 2

言葉（指導法） 演習 2 2 30 2 2

表現（指導法） 演習 2 2 30 2 2

保育内容総論 演習 1 1 30 1

乳児保育Ⅰ 講義 2 2 30 2

乳児保育Ⅱ 演習 1 1 30 1

子どもの健康と安全 演習 1 1 30 1

社会的養護Ⅱ 演習 1 1 30 1

子育て支援 演習 1 1 30 1

特別支援教育・保育概論Ａ 演習 1 1 30 1 1

特別支援教育・保育概論Ｂ 演習 1 1 30 1 1

保育・教育課程論 講義 2 2 30 2 2

子どもの造形Ａ 演習 1 1 30 1

子どもの造形Ｂ 演習 1 1 30 1

音楽基礎 講義 2 2 30 2

ピアノ基礎Ⅰ 演習 2 2 60 2

ピアノ基礎Ⅱ 演習 1 1 30 1

ピアノ応用 演習 1 1 30 1

子どもの運動遊び 演習 1 1 30 1

I C Tの活用（応用） 演習 1 1 30 1

小　　　計 38 2 0 40 825 23 36 0

　
小　　　計 2 0 0 2 30 2 2 0

教育実習Ⅰ 実習 5 5 175 5

保育実習Ⅰ 実習 4 4 140 4

保育実習Ⅱ 実習 2 2 70 2

保育実習指導Ⅰ 演習 2 2 60 2

保育実習指導Ⅱ 演習 1 1 30 1

小　　　計 14 0 0 14 475 5 9 0

合　　　計 90 2 0 92 1975 45 83 0

卒　　　業 90 1 0 91 1945 45 82 0

(幼｢教育制度｣の内容を含む)

選択必修科目。
いずれか1科目
1単位を修得
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開設科目名 授業方法
 履修方法

単位数

91

22 30 2保育・教職実践演習 演習 2

(事前事後指導1単位を含む)



 

別表第２(第 34条関係)  

昼間・夜間主共通 

 

 

 

       学科名 

入学検定料等 
保 育 科 

入学検定料  20,000 円 

入  学  金 200,000 円 

授  業  料 830,000 円 

実  習  費  75,000 円 

教育改善費 100,000 円 




